
先月号では、電気工事士法で定める資格者とそれぞれの資格者が従事できる電気工事の
作業内容についての説明がなされましたが、これを分かり易く、図により説明してくだ
さい。

資格者とそれぞれの資格者が従事できる電気工事の範囲を図示すると、図１のとおりに
なります。
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電気工事士法により特殊電気工事とされる非常用自家発電設備の設置工事について、同
法では具体的にどのように定められているのですか。

電気工事士法施行規則第２条の２により、次のとおりとされています。

（特殊電気工事）
第�２条の２　法第３条第３項の自家用電気工作物の係る電気工事のうち経済産業省
令で定める特殊なものは、次のとおりとする。
　一　　省略
　二�　非常用予備発電装置として設置される原動機、発電機、配電盤（他の需要設
備との間の電線との接続部分を除く。）及びこれらの附属設備に係る電気工事（以
下「非常用予備発電装置工事」という。）
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非常用自家発電設備の設置工事に対する
電気工事士法上の規制（その２）
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図１　資格の種類に応じた電気工事の範囲
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　　この「特殊電気工事」の範囲を図示すると、図２のとおりになります。

特種電気工事資格者（非常用予備発電装置工事）の資格を取得したいのですが、その方
法について教えてください。

特種電気工事資格者（非常用予備発電装置工事）の資格を取得するための認定の基準が、
電気工事士法施行規則第４条の２第１項で定められおり、次の１又は２のいずれかに該
当する者が認定の対象とされています。したがって、該当者は所定の手続きを行うこと
により資格を取得することができます。

１���電気工事士であって、電気工事士免状の交付を受けた後、電気工作物に係る工事
のうち非常用予備発電装置として設置される原動機、発電機、配電盤（他の需要
設備との間の電線との接続部分を除く。）及びこれらの附属設備を設置し、又は変
更する工事に関し５年以上の実務の経験を有し、かつ、経済産業大臣が定める非
常用予備発電装置工事に関する講習の課程を修了した者
２���経済産業大臣が定める受験資格を有する者であって、経済産業大臣が定める非常
用予備発電装置工事に関する講習の課程を修了し、かつ、経済産業大臣が定める
非常用予備発電装置工事に必要な知識及び技能を有するかどうかを判定するため
の試験に合格した者

●上記１の講習及び試験の方法等は、経済産業省告示第105号で定められています。
　当協会の自家用発電設備専門技術者の資格を取得するための講習及び試験の方法等は、
全てこの告示基準に適合するように定められていることから、据付工事部門（Ｋ）の業
務区分を取得した自家用発電設備専門技術者は、経済産業省産業保安監督部へ認定申請
の手続きを行うことにより、特種電気工事資格者（非常用予備発電装置工事）の資格が
取得できます。
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図２　非常用予備発電装置工事の範囲
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